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 2011年 3月 11日の福島第一原子力発電所の事故は、中国の原子力発電開発政策に大きな

影響を与えました。温家宝首相が召集した 3月 16日の国務院常務会議では、国内の原子力

施設に対して全面的な安全検査（ストレステスト）を行うとともに、原子力（核）安全規

画が承認されるまでは新規の原子力発電プロジェクトの審査・許可を一時中止するなどと

した重要な決定がくだされました。 

 

 2012年に入り、福島事故対策が続々とうちだされるなかで、懸案となっていた原子力関

連の国家規画（計画）も次々と公表されました。6月 15日にはストレステストと原子力（核）

安全規画の全文（ドラフト）が公表され、一般から意見が聴取されました。原子力（核）

安全規画については 10月 16日、若干の修正を加え最終版が公表されました。また 10月 24

日には、国務院常務会議において、原子力発電安全規画（2011－2020年）と原子力発電中

長期発展規画（2011－2020年）が再度、討議のうえ承認されました。 

 

 これらの国家規画から、原子力推進という中国政府の基本的な姿勢に変化はありません

が、原子力安全の確保を最優先課題と位置付けたことが鮮明になりました。具体的には、

内陸部の原子力発電プロジェクトについては「第 12次 5ヵ年」期（2011～15年）には着手

しない方針が示されました。また、新規に建設される原子力発電所は第 3世代の安全基準

に適合したものでなければならないことを明確に定めました。こうした決定によって、当

初の開発目標の達成ならびに国産化のスピードは減速するものと考えられます。 



 

 テピア総合研究所は 2008年 1月、「中国原子力ハンドブック 2008」（A4版、350ページ）

を刊行いたしました。それから約 5年が過ぎ、中国の原子力界は大きな変貌を遂げました。

テピア総合研究所の集計によると、中国で運転中・建設中・計画中の原子力発電所を合計

すると 273基・約 2億 8000万 kWに達します。また、「CAP」炉をはじめとした新型 PWR、高

速増殖炉、高温ガス炉、溶融塩炉、進行波炉といった新型炉だけでなく、核燃料サイクル

部門でも積極的な開発を続けています。一方で、人材の確保をはじめとしたいくつかの課

題も浮き彫りになっています。 

 

 中国は、単なる「原子力大国」にとどまらず国際原子力発電市場への進出も視野にいれ

た「原子力強国」の確立をめざしています。巨大な国内市場に支えられ、中国の原子力発

電技術が世界の原子力発電市場の台風の目になる可能性も否定できません。 

 

 日本にとっても、中国の動向から目を離すことはできません。中国が戦略的新興産業の 1

つと位置付ける原子力産業の実態を把握することは、中国の産業動向を占ううえでも有益

と思われます。この機会に是非、「中国原子力ハンドブック 2012：中国が変える世界の原子

力」（A4版、560ページ）をご一読いただきますようご案内申し上げます。 

 

（別添申込書に必要事項をご記入のうえ、FAXあるいは Email(kubotaho@tepia.co.jp)にて

お申し込みください。 
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